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茨城県内
2日	 	ひたちなか海浜鉄道株式会社によれば、2025年

度の輸送人員は115万8,278人と、前年に比べ▲2
万4,164人の減少。旅客運輸収入は1億8,964万円
と、前年に比べ▲380万円の減少

2日	 	茨城県によれば、2025年度の茨城県農産物（青
果物、コメ、畜産物）及び加工食品の輸出金額（県
事業等を通じて関与・支援した事業者などへの
聞き取り調査）は121億2,600万円と、前年に比
べ約27％の増加。初めて100億円を突破し、過去
最高額を更新

3日	 	茨城県は、茨城空港の韓国・清州便について、
８月まで運休期間が延長されると発表。現在週
２便で運航中の仁川（ソウル）便も８月から運
休するため、同月は韓国便含めて国際線の運航
が一時的になくなる

15日	 	経済産業省「工場立地動向調査」によれば、茨
城県における2025年工場立地件数は49件と、前
年に比べ▲24件減少し、全国4位（全国は736件、
同▲118件）。県外企業立地件数は34件（同▲12件）
と、9年連続で1位を記録

19日	 	茨城労働局によれば、茨城県内における2025年度
のハローワークを通じた障害者の就職件数は
2,599件と、前年に比べ▲1.6％の減少（5年振り減
少）。就職率は47.8％と、同▲4.0ポイントの低下

23日	 	茨城県は、県内海水浴場の水質調査結果を公表。
調査対象14か所すべての海水浴場で、国が定め
る海水浴場としての水質に適合、国の水質判定
基準におけるAA判定が5か所、A判定が7か所、B
判定が2か所

24日	 	茨城空港は、株式会社フジドリームエアライン
ズによる、「茨城～隠岐」（9月8日～10日）、「小
牧～茨城」（2026年9月8日～10日）チャーター便
の運航を公表

25日	 	茨城県とソフトバンク株式会社は、ＤＸによる
業務改善や教育・産業振興、環境保全の推進な
ど、地域の活性化及び持続可能な社会の実現に
資することを目的に包括連携協定を締結

30日	 	茨城県によれば、茨城県の一般行政職（管理職
等以外）の期末・勤勉手当の平均支給額（2026
年6月支給分、平均年齢36.8歳）は73万2,619円と、
前年に比べ＋3.54％の増加

国内・国外
1日	 	財務省「法人企業統計調査」によれば、2026年

1～3月期の全産業（除く金融、保険業）売上高
は前年同期に比べ＋1.1％の増加、経常利益は同
＋14.6％の増加、設備投資は同横ばい

3日	 	政府は、2026年度補正予算案を閣議決定。歳出
総額は3兆1,135億円（うちガソリン代補助の継
続など中東情勢対応の予備費2兆5,000億円）

3日	 	厚生労働省によれば、2025年出生数は67万1,236
人と、前年に比べ▲1万4,937人の減少。合計特
殊出生率は1.14と、同▲0.01ポイントの低下

4日	 	日本労働組合総連合会によれば、2026年春季賃
金引上げ回答額（6月1日時点）は、平均賃金方
式（加重平均）で16,518円、5.02％と、前年同時
期を＋119円、▲0.24ポイント下回る

7日	 	気象庁は、関東甲信地方で梅雨入りしたと発表、
平年並みの梅雨入り、前年に比べ16日遅い

11日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、中央銀行預金金
利を0.25％ポイント引上げ2.25％とすることを決
定。利上げは2年9か月振り

12日	 	経済産業省によれば、2025年度大学発ベンチャー
数（2025年10月時点）は6,220社と、前年に比べ
＋1,146社増加。企業数及び増加数ともに過去最
高を更新

16日	 	日本銀行は、無担保コールレート（オーバーナ
イト物）を1.0%程度で推移するよう引上げ。利
上げの決定は4会合振り、1.0%の政策金利は1995
年以来31年振り。国債の買い入れ額を減らす措
置は、2027年4月以降に停止することも決定

17日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
ファンド（FF）金利の誘導目標を3.50～3.75％に
4会合連続で据え置くことを決定

25日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2026年3月末）は2,386
兆円と、前年同期に比べ＋7.1％の増加。現金・
預金が同＋0.6％、株式等が同＋28.6％、投資信
託が同＋25.7％の増加

30日	 	内閣府は、6月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「緩やかに回復しているが、中東情勢の影響
を注視する必要がある」と判断を据え置き
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6月15日、経済産業省「工場立地動向調査」の2025年結果
が公表されました。同調査は、工場または研究所を建設する
ことを目的に1,000㎡以上の用地を取得した事業者を対象
として集計しています。以下では、ポイントについて説明し
ます。
まず、全国における2025年の工場立地件数は736件と、
前年に比べ118件減少しました。また、立地面積は1,196ha
と、同786ha減少しました。
茨城県における工場立地件数は49件と、昨年の全国1位
から4位に後退しました。また、立地面積は83haと、昨年の
全国3位から6位に後退しました。一方、県外企業立地件数
は34件と、9年連続全国1位となっており、全国でもトッ
プクラスの工場立地が続いています。過去10年間の累計
件数をみても、立地件数・立地面積・県外企業立地件数い
ずれも上位であり、工場立地先として選ばれる県の地位
を確立しています。
茨城県では、東京圏への近接性や高速道路の利便性、県
独自の優遇制度、東京圏に比べて割安で広大な用地取得な
どの優位性を活かし、企業誘致活動に取り組んでいます。
そのため、茨城県に立地を決めた理由として、本社が多く
所在し大消費地でもある首都圏に近いことから「本社・他
の自社工場への近接性」や「市場への近接性」が上位と
なっています。
次に、業種別の立地件数では、金属製品（13件）が最も多
く、次いで、食料品（8件）、鉄鋼業（4件）が続いています。
今回立地した主な企業をみると、県施行による産業用

地「常陸那珂工業団地拡張地区」では、半導体材料で世界
トップクラスのシェアを誇るJX金属株式会社（半導体用
スパッタリングターゲット等の先端材料の製造・販売）が
2025年に開業済みのひたちなか新工場に隣接する用地を
取得しました。また、「フロンティアパーク坂東」では、東
京インキ株式会社（印刷インキ・プラスチック向け着色剤
等の製造販売を行う）が立地しました。さらに、「しもつま
中央工業団地」では、カルビー株式会社（菓子・食品の製
造・販売）、エバラ食品工業株式会社（調味料食品の製造・
販売）、株式会社プレジィール（洋菓子と麺類の製造・販
売）が立地しました。世界的に成長する半導体関連産業向
けの工場に加え、首都圏向けの食品工場など、幅広い業種
の立地がみられます。
2025年の工場立地件数を地域別にみると、東京圏への
近接性や交通利便性に強みをもつ県南・県西地域が約6割
を占めていますが、県央地域においても企業の立地が進
んでいます。
茨城県では、2026年度中に圏央道の県内全区間4車線
化や東関東自動車道の全線開通が予定されていることか
ら、企業の立地ニーズはさらに高まると見込まれます。
茨城県内への企業誘致の成果が出ている中で、立地企
業の質の高まりも注目されています。半導体関連や次世
代自動車などの成長産業や高付加価値な産業の誘致によ
り、県内経済のさらなる活性化につながることが期待さ
れます。

（筑波総研　研究員　猪瀬　礼裕）
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経済産業省「工場立地動向調査」（2025年）の結果について

過去 10 年間の工場立地の全国順位 立地地点を選定した理由（茨城県、2025 年）

出所：経済産業省「工場立地動向調査」 注：研究所を除く。
出所：経済産業省「工場立地動向調査」
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項目 順位 都道府県 累計件数

立地件数

1 愛知県 645 件
2 静岡県 603 件
3 茨城県 598 件
4 群馬県 493 件
5 兵庫県 481 件

立地面積

1 茨城県 1,201 ha
2 北海道 909 ha
3 福井県 851 ha
4 愛知県 785 ha
5 静岡県 651 ha

県外企業 
立地件数

1 茨城県 359 件
2 栃木県 175 件
3 埼玉県 150 件
4 岐阜県 146 件
5 兵庫県 142 件


